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日本国内の運転免許保有者は 8044 万 7842 人であり（警察庁，2009），免許取得可能な






832,454 件，死者数は 5,744 人，負傷者数は 1,034,445 人である（内閣府，2008）。交通
事故の発生件数，死傷者数とも 2004 年を境に減尐傾向にあるものの，死傷者数は 9 年連
続で 100 万人を超えており，依然として高い水準にある。また，走行距離１億キロ当たり













Figure 1-1 業態別交通事故件数の推移（走行距離１億キロ当たり）  
 
他国との比較では，自動車１億台キロ当たりの事故件数は，日本は 121.8 件であり，米
国（38.7 件），英国（40.3 件）の約 3 倍であるだけでなく，統計のある国の中でウクライ
































































たため，2007 年に自動車運転過失致死傷罪が新設され（刑法 211 条 2 項），交通事故の加
害者は基本的に同罪が問われるようになった 2)。危険運転致死傷罪は，アルコールや薬物
の影響で正常な運転ができない状態での運転，赤信号無視や異常な高速運転，通行妨害の
目的での割込みや接近を行う運転等に適用される（刑法 208 条の 2）。このような悪質な態
様の運転はもはや「過失」ではなく，「故意」による傷害に近いものとして，厳しく処罰す
ることとされた 3)。これらの犯罪で検挙された件数に関し，自動車運転過失致死傷罪等は
781，613 件，危険運転致死傷罪は 434 件であり，両者合わせて刑法犯の全検挙件数の 6
割近くを占める（法務省，2008）。 
 
1) 業務上過失致死傷罪の懲役刑の上限は 5 年  
2) 自動車運転過失致死傷罪の懲役刑の上限は 7 年  
3) 危険運転致死傷罪の法定刑は，被害者死亡の場合１年以上の有期懲役，傷害の場合 10 年以下の懲役  
 







Table 1-1 刑事責任の機能（大谷，1994 による） 
























1966）等任意に自白したのでない場合はその証言を証拠にできない（憲法 38 条 2 項，刑
事訴訟法〔刑訴法〕319 条 1 項）等，証拠を集めるときに守るべき手続が刑訴法に定めら
れている（同法 218 条他）。この規定に違反して得た証言や物は，裁判で証拠とすること
ができない。また，被告人の任意の自白があっても，自白しか証拠がない場合は有罪とさ
れない（憲法 38 条 3 項，刑訴法 319 条 2，3 項）。さらに，裁判所での証言の扱い方に関
しても，原則，証人の証言は証人尋問という形で裁判所に提出する必要があり（刑訴法 320




1) 裁判手続が始まる前は「被疑者」，起訴後は「被告人」とよばれる  




















 3) 責任を決定する手続  
 
























Table 1-2 裁判外の紛争解決手続と利用の現状 








法律相談  受付  36，162件  
示談斡旋  受理   1，535件  
成立    1，269件  
交通事故紛争処理  
センター※2 
法律相談  受付  22，519件  
示談斡旋  成立   6，185件  
裁定  567件  
その他  1，106件  
裁判所（簡易裁判所）※3 調停  成立   1，576件  
不成立     887件  
その他   552件  
※1 塩崎・小賀野・島田（2008）  ※2 交通事故紛争処理センター（2009）  
※3 最高裁判所事務総局（2009）  
 





















Table 1-3 尐額訴訟における裁判手続終了の類型  
判決  和解  取下げ  その他  総数  
682件  1，687件  516件  50件  2，935件  
 
1) 原告が請求に理由がないことを認めること  
2) 被告が請求を認めること  
3) 60万円以下の金銭の支払を求める訴えについて，原則１回の審理で紛争解決を図る手続  
 
1-3-4 行政上の責任について  
 






















毒者であること等。道交法 88 条 1 項 2～4 号）に該当することが判明したときは，公安委
員会は，裁量で免許を取消または停止することができる（同法 103 条 1 項）。 
また，①運転に障害となるおそれのある身体障害が生じたとき，②道交法等の規定・処
分に違反したとき，③その者の運転行為が著しく道路交通の危険を生じさせるおそれがあ
るときは，公安委員会は免許を取消または停止することができる（道交法 103 条 2 項，道








扱いにより，簡易迅速な事件処理を行っている。この制度も行政による措置の 1 つである。 
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 そこで，これらの研究をもとに，適切な責任判断のあり方を探っていきたい。  
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る（渡部，2001）。                                                                                                                    
 










1) 符号化の過程  
 
符号化の過程での条件として，出来事要因（出来事に固有の諸要因）と目撃者要因（個


















憶された（Snyder ＆  Uranowitz，1978；Canter ＆  Mitchel，1977 他）。この傾向は，
調査対象者に提示された課題が複雑なほどよくみられた（Bodenhausen ＆ Lichtenstein，
1987）。さらに，年齢に関し，低年齢の子供や高齢者は暗示による影響を受けやすく（Ceci， 















合うように記憶が変容することも知られている（Carmichael， Hogan ＆ Waiter，1932；












載があった』旨回答した」）ことがある（Bower， Black ＆Turner，1979）。 
 






査協力者を正確に識別できた確率は 4 割程度であった（Krafka ＆ Penrod，1985； Platz 
＆ Hosch，1988； Pigott， Brigham ＆ Bothwell，1990 他）。 
 





















① 社会心理学的事実：証言がされる背景となった周囲の環境  
② 一般心理学的事実：一般の人が常識的に判断できる日常的な心理状態  
③ 個人心理学的事実：証言者の個人的な能力や性格  
④ 実験心理学的事実：1-6-2 で述べたように，問題となる証言について，これを擬似的
に再現する実験を行い，信用性の程度を判定しようとするもの  
⑤ 尋問心理学的事実：事件の当事者を直接尋問して得られる事実  
情報が集まれば，その情報を分析する。証言の現実分析は，問題の証言が現実の事件を
正しく表し，信用できるものかを分析することである。分析の基準（信用性判断基準）と









































Figure 1-2 Trankell（1972）による証言鑑定の見取り図（塩見，2001 をもとに改変）  
 





























① すべての証言を時系列的に整理する。  
② 証言の変遷があった場合，全体の流れを見て，変遷が自然なものか，尋問者による誘
導の影響がみられるか分析する。  
③ 個別の証言の信用性を分析する。分析の手がかりは以下のとおりである。  













1-7 「帰属」の研究と責任判断  
 
1-7-1 主要な帰属理論  
 










Figure 1-3 基本的な帰属過程の流れ 
 














事象発生  行為の観察  意図の判断  



















Figure 1-4 行為の個人的力・環境的力の構成要素（Heider，1958） 
 






































Figure 1-5 対応的推定理論の流れ  
 





























































因が重視される（割増原理）。この流れを示したのが Figure 1-7 である。  
 
 
Figure 1-7 因果スキーマを用いた帰属の流れ  
 
1-7-2 帰属理論の発展と帰属判断のバイアス  
 




























1975 他）。また，従来の帰属理論では内的帰属と外的帰属の 2 つに分けて帰属がとらえら
れてきたが，この 2 つは対等ではなく，内的帰属の方が重視されることがわかった（「根
本的な帰属の錯誤」。Jones ＆ Harris，1967；Ross，Amabile ＆ Steinmetz，1977 他）。 
 




為者自身の属性に帰属する傾向がある（Jones ＆  Nisbett，1972；  Jones ＆  Harris，














する（Jones ＆ Nisbett，1972）。 
 


































1-7-3 新しい帰属研究  
 















 2) 原因帰属と属性の推測の関係  
 
 従来の帰属理論では，帰属の判断は Figure 1-8 の流れを想定しており，原因帰属は属性
の推測に先行することが前提となっていた。           
 
 




































の判断が異なるとされる（Hilton ＆ Slugoski，1986）。 
 









































































Table 1-5 Heider による５段階の結びつき  
（法的概念との対応は Hamilton，1978 による） 
名称  責任の内容  法的概念との  
結びつき  
















1-8-3 責任判断の流れ  
 



































































































いた車Ｂが衝突し，Ａに 100 万円，Ｂに 50 万円の損害が生じた場合，右折車Ａは直進車
Ｂの進行を妨げた過失がある（道交法 37 条）。また，直進車Ｂにも，交差点内で他の車両
の動向に注意して進行する義務を怠った過失がある（道交法 36 条）。ＡとＢの過失割合が
Ａ70％，Ｂ30％とすると，ＡがＢに請求できる損害賠償額は 100 万円のうちの 30％の 30





2) 過失相殺の認定基準とは  
 








できるようにするため，1960 年代後半から過失相殺の基準の作成がはじめられた。  
 31 
 
② 認定基準作成の考え方  
基準は，交通事故による事件を専門に扱う部署の裁判官が中心となり，弁護士や保険会
社の意見を取り入れながら作成が進められた。基準の作成にあたり，過失相殺の考え方に

















































































































































2-2 本研究の手順  
  




Figure 2-1 チェックリスト作成と検証の流れ  
証拠の信用性に影響する要因の抽出  

























2-4 チェックリストの検証  
2-4-3 チェックリストによる事実関係の判定  
要因を VTA-Ａに記載 
2-4-4 判決の判断方法の明確化  
2-4-5 チェックリストの判定結果と判決の判断の比較  
2-4-6 チェックリストの改訂  
 37 
法律上の主張  
直接証拠  間接事実  























① 直接証拠：具体的事実(主要事実)の存在を直接証明する証拠  
② 間接事実：具体的事実(主要事実)の存在を推測（推認）させる事実  
③ 間接証拠：間接事実の存在を証明する証拠 




































Table 2-1 チェックリスト作成対象とした判例の概要，争点，判断と証拠 






















































































































・ Ｂ が横 断 を
始めたときの
信号の色  
・ 衝 突 時 の 















































































Figure 2-3 事例７・原告Ｂの法律上の主張と，具体的事実を証明する証拠および  
その信用性に関する事実・証拠（一部） 
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Table 2-2 証拠の種類と群 
種
類  













































１ 事故前の精神･身体状態  
（病気等による精神・身体的な条件が，当事者の判断･行動に与える影響  
→問題があれば信用性低下）  
２ 事故による負傷の影響  
（負傷による記憶力･証言力への影響→影響があれば信用性低下）  




















１ 自然・不自然  
（証言が周囲の状況からみて自然→信用性あり  
不自然→信用性低下，合理的に説明できる→信用性高める）  
２ 一貫性  
（証言内容が事故直後から裁判までの間に変化→一般に信用性低下  
自分に不利に変化，変化が合理的に説明できる→信用性高める）  
３ 具体性  
（当事者の証言が細部にわたり具体的→信用性高める  
あいまい→信用性低下，合理的理由あり→信用性高める）  
４ 視認可能性  
（当事者の位置関係や道路状況により，目撃対象を実際に見ることができた  
→信用性高める）  
５ 自己に不利益な証言  
（当事者が自分に不利な事実を認める→信用性高める）  
６ 証言の時期  
（事故直後→信用性高める，事故後長期間経過→信用性低下  
長期間経過した後の証言に関し記憶にとどまる合理的理由あり→信用性高める）  




2-4 チェックリストの検証  
 
2-4-1 検証に用いる事例の選定  
 
 原告と被告が主張する具体的事実の内容が異なる場合に，Table 2-3 のチェックリスト
を用いて証拠の信用性と具体的事実の内容を判定し，その判定が裁判所の判断と一致する
か検証した。検証に用いる事例は，以下の基準で 10 事例を選定した。 
① 交通事故に関する判例である  




④ チェックリスト作成に用いていない  
 選定した判例は以下のとおり。  
1) 東京地方裁判所  1991 年 3 月 20 日判決（判例タイムズ 772 号 284-288） 
2) 大阪高等裁判所  1991 年 4 月 26 日判決（判例タイムズ 770 号 257-266） 
3) 東京地方裁判所  1992 年 3 月 27 日判決（判例タイムズ 805 号 226-233） 
4) 東京高等裁判所  1981 年 6 月 18 日判決（判例タイムズ 456 号 175-180） 
5) 東京地方裁判所  1998 年 3 月 24 日判決（判例タイムズ 994 号 278-290） 
6) 名古屋地方裁判所 1989 年 3 月 29 日判決（判例タイムズ 713 号 223-230） 
7) 大阪地方裁判所  1993 年 1 月 29 日判決（交通事故民事裁判例集 26 巻 1 号
152-156） 
8) 東京地方裁判所  1992 年 5 月 15 日判決（交通事故民事裁判例集 25 巻 3 号 
595-602） 
9) 仙台高等裁判所  1995 年 6 月 28 日判決（判例タイムズ 891 号 219-225） 
10) 広島地方裁判所  1999 年 7 月 29 日判決（判例タイムズ 1072 号 199-207） 
 
2-4-2 検証過程の図式的な記述の必要性と方法  
 








① 事故当時の両当事者の状態（健康状態，運転技術等）  
 45 
② 両当事者が事故に至るまでの時系列的な行動，認識 
③ 当事者，目撃者の人的関係  
④ 証言をした人，時期，内容 
⑤ 物証については提出された時期，内容（道路，天候，車両などの客観的な状況）  
⑥ 書証については作成者，内容，作成の時期・経緯，提出された時期  
⑦ チェックリストを用いて判定した結果  
 


































































































3) 本研究のための VTA の改訂 
 


























Figure 2-6 VTA-A に用いたシンボル  
 
⑧ 裁判所が認定した事実に基づき作成した VTA（VTA-B）に関し，裁判所による証拠の


















(1) (1)A 証言：…  
○○秒  
(2)(3) 






































Figure 2-7 VTA-B に用いたシンボル  
 
  





























(1) (1)A 証言：…  
○○秒  
(2)(3) 


























































Table 2-4 各種図式化の手法の特徴 
手法 分析の目的 分析の方法 
ＥＴＡ 事後的 時系列的 
なぜなぜ分析 事後的 要素分解的 
ＦＴＡ 予測的 要素分解的 
特性要因図 予測的，事後的 要素分解的 
















































現象 なぜ(1) なぜ(2) なぜ(3) なぜ(4) なぜ(5)
 














































































2-4-3 チェックリストによる事実関係の判定  
 




に Figure 2-6 のシンボルを記載し，関連する事実と証言を矢印で結んだ。事例 6 に関して





















































南から北へ走行  60km/h で東へ走行  
20km/h で走行  
Ｘ車右側にＲ車が 
ほぼ直角に衝突  













































































































性別 :男  
車種：普通乗用車  
備考：この事故の前，Ｓらと共に

































































































判決日付：平成元年 3 月 29 日     裁判所 :名古屋地裁  
事件番号：昭和 60 年 (ワ)第 1598 号  事件名:損害賠償請求事件  
前提条件 :夜間で暗い，非市街地，交差点の見通しはよい，車の通行量少ない  








































































































































































3) 主張が事実に合致しているかの判定  
 
 ① 個別の争点の判定 


















Table 2-6 主張事実の判定に関する一覧表（事例 6） 
具体的な 
争点  
主張  上：積極証拠  




定  主張者  主張内容  
事故現場に
行った理由  
Ｘ 借金の取立てのため (1)  ［1］［2］［11］  × 
(9)    
Ｒ 飲みに行くため (2)  ［3］［11］  × 





(6)  ［７］［8］  
× (3) 
(7) 








(4)(7)    
Ｘ車を見たか覚えて 
いない 
(8)  ［10］  × 




  ［12］  × 
(10)②    
Ｒ 20km/h 
  ［12］  × 
(11)    
















Ｘ・Ｒ証言   ［14］  × 
(12)-1，2 
救急隊員証言  ［13］   
Ｒ Ｘは知り合いではない 
(21)  ［19］  
× 前提条件（ＸはＲの
代理人） 
   







    
 
 
Table 2-7  事実と合致するか否かの判断方法  
証拠  要素  判断  
積極証拠  信用性強化のみ ○：事実に合致  
信用性否定のみ ×：事実に合致しない 
信用性否定＋合理的理由  ○：事実に合致  
信用性強化＋信用性否定  △：判定不能  
消極証拠  信用性強化  ×：事実に合致しない 
信用性否定  ○：事実に合致  


















































2-4-4 判決の判断方法の明確化  
 





断要素を Figure 2-7 のシンボルを用いて VTA-B 上に記載し，記載した各シンボルに［n］




性別 :男  
車種：普通乗用車  
備考：この事故の前，Ｓらと共に













停止  8。5km/h まで加速  
救急車に乗る 








































































































































交差点に接近   ｶｰﾌﾞﾐﾗｰあり 
事例６・判決  
判決日付：平成元年 3 月 29 日    裁判所 :名古屋地裁  
事件番号：昭和 60 年 (ワ)第 1598 号  事件名:損害賠償請求事件  
前提条件 :夜間で暗い，非市街地，交差点の見通しはよい，車の通行量少ない  





































































































 3) 判決による事実認定  
 
 まず，判決が，事実か否かを判断した個別の事項を「具体的な争点」とした。  
 次に，具体的な争点について，当事者が主張した内容をまとめた。 






に起こされたもので，全体としてＸ・Ｒの主張は認められないと判断した。   
Table 2-8 判決結果一覧表の記載例（事例 6） 
具体的な 
争点  
主張  上：積極証拠  
下：消極証拠  
信用性強化  信用性否定  合理的
理由  
判
定  主張者  主張内容  
事故現場に
行った理由  




(9)    
Ｒ 飲みに行くため (2)  ［3］［11］  × 




Ｘ Ｒ車見ていない (6)  ［8］  × 








(4)    
Ｘ車を見たか覚えて 
いない 
(8)  ［10］  × 




  ［12］  × 
(10)②    
Ｒ 20km/h 
  ［12］  × 
(11)    




(10)①(23)  ［17］［20］  
× (14)(16)(20) 
(22) 










［13］   
Ｒ Ｘは知り合いではない 
(21)  ［19］  
× 前提条件（ＸはＲの
代理人）    





［18］  × 


















が 27 件，物証との関係が 22 件であった。  
 
2) チェックリストによる判定と判決の判断の比較  
 







Table 2-10 チェックリスト適用結果と判決の比較  





１ 一致  １６個／１８個  チェックリストにない項目で判断（判決） 
２ 一致  ４個／８個 チェックリストにない項目で判断（判決） 
信用性判断から１つの争点を排除（判決） 
３ 一致  ７個／１２個 チェックリストにない項目で判断（判決） 
鑑定結果の利用（判決） 
４ 一致  ７個／１２個 鑑定結果の利用（判決） 
５ 一致  １２個／１６個  鑑定結果の利用（判決） 
６ 一致  １３個／１３個  － 
７ 一致  ４個／８個 信用性強化要因と否定要因両方があっても，
信用性を認定（判決） 
８ ほぼ一致  ６個／１２個                                                                                                                                                                     要因があっても真偽不明と判断（判決）
争点が事実関係より責任割合に重点あり 
９ 異なる ４個／９個 チェックリストにない項目で判断（判決） 









Table 2-11 チェックリストで抽出できなかった要因  
 
項目  内容  
１．証言の際の言動  証言をするときにとった証人の行動が自然か，不自然だったか。  
















































13．経験の影響  結果的にはＡａ3 に分類される事項であるが，一見して明らかで
はなく，ある事実を前提としてみると，経験不足が影響したと解
釈できる場合ある。そこで，当該箇所の具体例として記述した。  
14．天候の影響  降雤により路面が濡れて滑り易くなった場合。  
15．裏付けの有無  合理的理由に関する要因であり，独立の項目とした。  












































1 事故前の精神身体状態  
病気，飲酒等による影響の有無  
● 記憶力・証言力に影響ある場合→信用性低下    
2 事故による負傷の影響  
負傷の部位・程度  
● 頭部中心に記憶力・証言力に影響ある場合→信用性低下  
3 運転技術・経験  ■技術・経験の程度と証言内容が矛盾しないかで信用性判断  




● 知らないはずのことを知っている          
ｃ 行動  
1 当事者の主張内容に照らして自然か 
  ○ 主張と行動が一致あるいは自然    →信用性高める 
  ● 主張と行動が不一致あるいは不自然→信用性低い 
2 行動時期  
  ○ 自分が犯人であることを認めたのが事故の直後→信用性高い 
3 直前行動との関係  
  ● 当事者の事故直前の行動からみて，事故当時の行動をとることが不自然  
→信用性低い 
4 証言に至る経緯  
○ 証言に至る経緯に不自然な行動がない→信用性高い 
● 証言までにためらう，迷う→信用性低い 
ｄ 証言内容  
1 自然・不自然  
○ 自然→信用性高い 











3 具体性  
○ あり→信用性高い 
● なし→信用性低い 
4 視認可能性  
当事者相互の位置関係  
  ○ いた場所，距離，障害物の有無から考えて，よく見える 




  ●見通しの悪い道路で視野が遮られる→信用性低い 
5  ○自己に不利益な証言→信用性高い 
6 証言の時期  
○ 事故直後→信用性高い 
● 時間が経過した後→信用性低い 
7 当事者証言相互の一致  
○ 同じ当事者の複数の証言が矛盾せず，1 つの証言は信用性高い 
→原則，他の証言も信用できる 
8 ○信用できる当事者の証言→信用性高い 















  ● 当事者の主張のうち，容易に証明できる事項（貸付金や従業員の有無等）の証明がで
きない→信用性なし 
事故による影響  













ａ 有無  
ｂ 目撃者の存在を裏付ける証言  
ｃ 証人の行動の不自然さ      
○ 証言内容に照らして自然→信用性高い 
● 不自然→信用性低い 
ｄ 証人の能力  
事故の影響  
● 記憶力・証言力に影響ある場合→信用性低下  
ｅ 目撃証言  
1 目撃時刻           




● 相手に気づいてから衝突するまで等一瞬の出来事  
   →信用性低下  
3 目撃位置  
○ 事故現場に近い，又は見え易い  →信用性高い 
● 事故現場から遠い，又は見えにくい→信用性低い 
4 目撃証言を行った時期  




○ 事故直後   →信用性高い 


























面識の有無        
○なし→虚偽の可能性低い   ●あり→信用性に疑い 
親族か他人か     
○他人→虚偽の可能性低い  ●親族→信用性に疑い 
利害関係の有無  
○なし→虚偽の可能性低い  ●あり→信用性に疑い 
金品授受の有無   
●あり→信用性に疑い 
● その他何らかの人的関係あり→信用性に疑い 
12 虚偽の証言をする動● 被告人への私怨等の感情あり→信用性に疑い 
 73 
機の有無  ● 家族，友人，同僚→信用性に疑い 

















1 事故当時現示していた信号表示，信号サイクルとの関係  
2 当事者証言と負傷状態の関係  
3 目撃証言と負傷状態との関係  
4 車体の損傷との関係  
5 事故車の形状との関係  
6 タイヤ痕・スリップ痕との関係  
7 道路形状と相手の見え方等の関係  
8 力の働いた方向の関係  
9 身体・車両等の構造との関係  
10 速度と道路形状の関係  
11 道路構造等と当事者らの挙動との関係  
12 前提となる事項に疑義がある場合  
   （例，信号の内蔵時計が事故発生時に何時を指していたかが争われる紛争で，事故
後に時計が操作され，正確な時計の状態がわからなくなった） 
13 天候の影響  
14 転倒位置と速度との関係  
15 はねられ方と速度との関係  
16 その他  
ｂ ● その他客観的状況の不自然さ→信用性低い 
Ｄ   
書 
証  
ａ 書面  
1 作成者  信用性の判断に大きな影響を与える事項。十分な検討が必要。  
● 作成者・作成日時と内容が矛盾→信用性低い 
● 内容に矛盾，訂正・修正の痕あり→信用性低い 等  
2 作成日時  
3 内容  
ｂ 写真  
1 撮影者  信用性の判断に大きな影響を与える事項。 
※撮影者と当事者との関係，撮影日時と天候等環境の整合性，
撮影場所等に注意が必要。 
2 撮影日時  












3 作成時期  
○ 事故の直後→信用性高い 
● 紛争発生の前後→信用性に疑いあり 
4 作成経緯  
  ● 紛争開始後，当事者から依頼を受けて，私人が有償で一方当事者に有利な内容
の書類を作成→信用性に疑いあり 






2-5 まとめと課題  
  



































































Table 3-1 選出事例一覧 
































































Table 3-2  各事例ＡＢと１当・２当対応表 
 事例 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
第一当事者 Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ
第二当事者 Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ  
 
 調査対象者は 112 人（平均年齢 21.8 歳，SD3.8），うち男性 66 人，女性 46 人，免許保










1) 認定基準と回答の平均値の比較  
 
事例ごとに，認定基準，１当・２当の過失割合に関する回答の平均値，その標準偏差を
比較したのが Figure 3-1 である。なお，認定基準は 2004 年に改訂されており，本研究で
は改訂後の基準と比較した。各事例の上段は認定基準，下段は回答の平均値である。横棒
全体を 100%とし，横棒の左側は１当，右側は２当の過失割合を示す。下段の横棒中の横

















































なお，事例 1 は，2004 年基準と比べると差が大きかったが，改定前の基準（東京地裁，
1997）と比べると差が小さかった（改訂前の認定基準は１当 60：２当 40）。 
 




その結果，事例 1（χ2=(1), 43.90, p<.001），事例 3（χ2=(1), 10.70, p=.001），事例 4
（χ2=(1), 32.82, p<.001），事例 5（χ2=(1), 31.02, p<.001），事例 9（χ2=(1), 5.00, p=.025），
事例 10（χ2=(1), 15.75, p<.001），事例 11（χ2=(1), 37.80, p<.001）で有意差が見られ










1) 右折車と直進車の衝突  
 
 事例 1，5，8，9 は右折車と直進車が衝突した事例であり，両車の対面する信号の色が
異なる。各事例の認定基準と回答との差の絶対値（回答差）を比較するため，回答差を従
属変数，事例を被験者内要因として 1 要因の分散分析を行った。  
その結果，事例の主効果が有意であり（F(2.67, 298.85)=6.47, p=.001），事例 5 の回答
差は，他の事例より有意に大きかった。事例 1，8，9 の間では有意差がなかった。  
  




差点に進入したときの信号の色が，事例 6 は黄信号，事例 7 は赤信号である（歩行者側は
いずれも赤信号）。事例６と７の回答差について t 検定を行ったところ，有意差はみられな
かった（t(217.1)=0.25, p>.05）。また，実際の数値上も差は尐なかった(Table 3-3)。 
 
Table 3-3 事例 6，7 の認定基準と大学生の判断（平均値）  
 事例 6 事例 7 
認定基準(１当:２当) 70:30 80:20 
大学生の判断  69:31 77.3:22:7 
 
 3) 直進車と歩行者の衝突  
 
事例 3 と 11 は，青信号で交差点に進入した直進車と，歩行者用信号が赤信号の時に横
断中の歩行者が衝突した事例であり，歩行者の横断場所が異なる。事例 3 の横断場所は横
断歩道上，事例 11 は横断歩道外である。なお，事例 3 と事例 11 の概要図（Figure 3-1）
では車が走行してくる方向が異なるが，認定基準上は同じ扱いがされており基準の数値も
同じであるため，同種事例として取り扱う。 
事例 3 と 11 で，１当の過失割合に関する回答の平均を比較するため，１当の回答につ



















































Figure 3-3  事例 1 回答の平均値と改訂前基準，改訂後基準との比較                                                                                                                                                                                                                                                                                     
 
 2) 事例 8 について 
 
 事例８は，直進車：右折車＝60：40（東京地裁，1997)から 70：30 へ改訂された。この
改訂は，右折信号のない交差点では，右折車は直進車側が赤信号になるまで事実上右折で





















Figure 3-4  事例 1 回答の平均値と改訂前基準，改訂後基準との比較 
 




その結果，免許の有無で，事例 1（F(1,108)=5.70,p=0.019），事例 3（F(1,108)=9.50, 
p=0.003），事例 6（F(1,108)=21.50, p<0.001），事例 7（F(1,108)=7.05, p=0.009），事例 9
（F(1,108)=9.12, p=0.003），事例 10（F(1,108)=7.88, p=0.006），事例 11（F(1,108)=16.97, 

































Figure 3-5  １当が歩行者または車の場合の，免許の有無による認定基準との差の比較  
 






























Table 3-4 認定基準作成の基礎となった要素  
事例  優先関係，価値観等  




２  ・直進車は路外進入車に優先する（道交法 25 条の 2）。  
・直進車も，注意していれば路外進入車を認識できる以上，軽度の前方注視義務違反
がある（東京地裁，2004）。  
３  ・横断歩道を横断する歩行者は，交差点を通過する車に優先する（道交法 38 条 1 項）。 





４  ・右折車に対して直進車優先（道交法 37 条）。  
・信号のない交差点では幅員の広い道路を走行している車が優先（道交法 36 条 3 項）。 





６  ・横断歩道を横断する歩行者は，交差点を通過する車に優先する（道交法 38 条 1 項）。 






７  ・横断歩道を横断する歩行者は，交差点を通過する車に優先する（道交法 38 条 1 項）。 
・歩行者は，赤信号で道路を横断してはならない（道交法施行令 2 条 1 項）。  
・車は，赤信号で交差点に進入してはならない（同上）。  
・歩行者にも信号違反があるが，赤信号に違反した車の過失はきわめて大きいので，
歩行者保護の見地から歩行者の過失割合を 20%とした（東京地裁，2004）。  
８  ・右折車に対して直進車優先（道交法 37 条）。  




９  ・右折車に対して直進車優先（道交法 37 条）。  
・両車とも信号違反なし（道交法施行令 2 条 1 項）  




11 ・歩行者は横断歩道によって道路を横断しなければならない（道交法 12 条 1 項）。  











χ2 検定結果で差がなかったことを示す。  
 






















































3-4-2 大学生の責任判断過程とそれに影響を与える要素  
 














 2) 車対車事例の判断過程  
 








 3) 車対車事例の判断に影響を与える要素  
 
 基準との差がみられたのが，事例 1，4，5，8，9 である。 

































4) 車対歩行者事例の判断に影響を与える要素  
 
 認定基準との差がみられたのが，事例 3，10，11 である。 
 これらの事例は，車に道交法違反はなく歩行者のみに違反があり，いずれも１当の責任
が軽く判断された。  





例 3 と 11 の基準は同じだが，歩行者の責任を比較すると事例 11 の方が歩行者の責任が重
い（Figure 3-1，3-2）。この理由として，大学生は，横断歩道外を横断する方が過失は尐
ないという交通法規に関する誤った認識を持っていたことが考えられる。  

















































































































































































































るようにした。撮影された映像の中から，5 秒から 13 秒間の場面を 10 場面切り出した。
いずれも当事者の走行場面から始まり，事故発生直後までの場面である。刺激映像の再生
は，コンピュータ（東芝 DYNABOOK satellite J40）で行った。刺激映像は，プロジェク
ター（エプソン ELP735）を用いて，調査対象者の前方 2.1m に設置した幅 1.96m のス
クリーン（オーロラ XV-E550）に投影した。 
 
















Table 4-1 事例の状況説明の例（事例 5） 




・制限速度 50km/h で走行，右折する交差点に近づく。信号は青。 
・Ａと交差点内で衝突した。 





Figure 4-1 当事者Ａの立場からの映像の例（事例 5） 
 
Figure 4-2 当事者Ｂの立場からの映像の例（事例 5） 
 
Figure 4-3 客観的立場からの映像の例（事例 5） 
 
3) 対象者  
 
対象者は大学生 126 人（平均年齢 21.7 歳，SD2.1），うち男性 63 人，女性 63 人，免許
保有者 75 人，同非保有者 51 人である。判断した立場別では，当事者Ａ群 41 人，当事者
Ｂ群 41 人，客観群 44 人である。  
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差点以外）等各種事故類型から幅広く抽出した。選出した事例は Table 4-2 のとおりであ
る。 
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その結果，立場の違いで，事例 1（F(2, 106)=6.12, p=.003），事例 3（F(2, 106)=3.23, 
p=.043），事例 6（F(2, 106)=4.99, p=.008），事例 7（F(2, 106)=6.43, p=.002），事例 9（F(2, 
106)=4.92, p=.009），事例 10（F(2, 106)=6.55, p=.002）で有意な主効果がみられた。こ
れらの事例では１当の責任に関し，１当の立場の判断が重かった。事例 4 は，立場の違い，
性別，免許の有無に２次の交互作用があり(F(2, 106)=3.16, p=.047)，Bonferroni 法による
多重比較の結果，男性の免許非保有者では，１当の責任に関し，２当の立場の判断が１当
の立場より重かった。事例 8 は立場の違いと免許の有無に交互作用があり(F(2， 106)=3.96, 
p=.022)，免許非保有者では，１当の責任に関し，２当の立場・客観的立場が，１当の立場
より重く判断した。 
免許の有無では，事例 1（F(1, 106)=4.54, p=.035），事例 2（F(1, 106)=7.99, p=.007），
事例 3（F(1, 106)=7.67, p=.007），事例 9（F(1, 106)=7.29, p=.008）で有意な主効果，事












事例 1，2，4，6，7，8 では，どの立場の回答も基準との間に 10％以上の差があった。







者全員が基準より軽く回答），事例 2（χ2=(1), 28.44, p<.001），事例 4（χ2=(1), 19.88, p<.001），
事例 8（χ2=(1), 13.44, p<.001）で，基準より軽く回答した調査対象者が有意に多かった。
２当の立場は全ての事例（事例 1 は全員が基準より軽く回答），事例 2（χ2=(1), 36.10, 
p<.001），事例 3（χ2=(1), 12.10, p=.001），事例 4（χ2=(1), 13.44, p<.001），事例 5
（χ2=(1),11.65, p=.001），事例 6（χ2=(1),14.40, p<.001），事例 7（χ2=(1), 26.95, p<.001），
事例 8（χ2=(1), 10.00, p=.002），事例 9（χ2=(1), 13.36, p<.001），事例 10（χ2=(1), 16.03, 
p<.001）），客観的立場は事例 3 以外（事例 1 は対象者全員が基準より軽く回答，事例 2
（χ2=(1), 32.40, p<.001），事例 4（χ2=(1), 4.33, p=.037），事例 5（χ2=(1), 14.24, p<.001），
事例 6（χ2=(1), 5.44, p=.020），事例 7（χ2=(1), 17.79, p<.001），事例 8（χ2=(1), 20.51, p<.001），






３要因の分散分析を行った。その結果，立場の違いに関し，事例 1（F(2, 106)=6.12, p=.003），
事例 6（F(2, 106)=5.53, p=.005），事例 7（F(2, 106)=5.61, p=.005），事例 8（F(2, 106)=4.72, 
p=.011）で有意な主効果がみられた。事例１は，客観的立場の回答差が１当の立場より大
きかった。事例 6 は，２当の立場の回答差が１当の立場・客観的立場より大きかった。事
例 7 は２当の立場の回答差が１当の立場より大きく，事例 8 では１当の立場の回答差が２
当の立場より大きかった。事例 4 では立場の違い，性別，免許の有無に２次の交互作用が
みられ(F(2, 106)=3.69, p=.028)，男性の免許非保有者において，１当の立場の回答差が２
当の立場より大きかった。事例 9 では，立場の違いと免許の有無に交互作用がみられ(F(2, 
106)=3.10, p=.049)，免許非保有者において客観的立場が１当の立場より大きかった。  
免許の有無では，事例 1（F(1, 106)=4.54, p=.035），事例 2（F(1, 106)=7.60, p=.007），
事例 8（F(1, 106)=19.27, p<.001）で有意な主効果がみられ，いずれも免許非保有者の回
答の方が認定基準との差が大きかった。 
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１当 ２当  
















標準偏回帰係数（β）の値では，10 事例中 6 事例で，回答自信度が正の有意な値を示し
た（Table 4-3）。この結果は回答自信度が高いほど１当の責任判断が重くなることを示す。  
 
Table 4-3 回答自信度を説明変数とする  
重回帰分析結果  
事例 立場
1 １当 0.67 ***
2 ２当 -0.36 *
3 客観的 0.41 **
6 客観的 0.42 **
7 １当 0.37 *
8 客観的 0.32 *







標準偏回帰係数（β）の値では，10 事例中 4 事例で，免許取得後期間が負の有意な値を
示した（Table 4-4）。この結果は，免許取得後期間が長くなるに従って回答差が小さくな
ることを示す。  
Table 4-4 免許取得後期間を説明変数とする  
重回帰分析結果  
事例 立場
1 客観的 -0.37 *
3 客観的 -0.32 *
１当 -0.34 *
客観的 -0.34 *























１  ・被追突車は，交差点で左折しようとして歩行者がいたため停車しており過失はない。  
・追突車に前方不注視や車間距離不保持の過失あり。  













５  ・右折車(車)に対し直進車(二輪車)が優先する。  
・直進車にも安全運転義務違反がある。  
６  ・車に対し，歩行者の保護が大前提である。  
・事故発生場所が住宅街であること，歩行者が児童であること，歩車道の区別がないことから，
歩行者の過失割合は減算される。  




るまで合図を継続しなければならない(道交法 53 条 1 項)。  
・自転車は歩行者ほどではないが，免許不要であること，比較的低速であることから保護される。
低速の自転車は歩行者と同視して保護することもある。  
８  ・右折車に対し直進車が優先する。  
・直進車にも安全運転義務違反あり。  
９  ・車に対し，歩行者の保護が大前提である。  
・歩行者は駐車車両の陰から横断を始めており，車から歩行者を見つけるのは難しいが，歩行者
が左右を確認すれば容易に事故を避けられた場合であり歩行者にも過失がある。  
10 ・自転車の保護に関し事例 7 と同じ。  















































































































 1) １当の立場で基準との差がなかった事例について  
   
 事例 3，6，7，9，10 は，車対歩行者・自転車事例であり，１当の立場の判断は基準と
























③ 立場間の判断の差との関係  
以上は，立場間の判断の差からもうかがえる。  





１当の立場と客観的立場の比較でも，事例 1，9，10 に有意差，事例 7 に有意傾向がみ
られ，１当の立場の方が１当の責任を重く判断しており，着目，重視した対象の違いがう
かがえる。しかし，事例 9 と事故類型，映像の見え方がほぼ同じである事例 3 と 6（道路
を直進する車と道路を横断する歩行者の衝突）では有意差がみられない。これに関し検討
すると，事例 3 と 6 は，事例 9 より２当である歩行者側の減算要素が大きい事例である（事

















⑤ 判断の立場の違いについて  
１当の立場と２当の立場で判断に差があったことから，判断の立場の違いの影響も考え


















 ① １当の立場 
 １当の立場が 1)のように自分の行為の結果を重視したのであれば，１当の責任判断が重
くなり，結果として基準との差もなくなりそうである。  







さらに，事例 2 は，調査１事例 9 と事故の類型（直進車と右折車の衝突）は同じだが，
２当が二輪車であることと，車の直近右折（二輪車が交差点に接近しているのに右折を始
めた）の点で適用される基準が修正され，調査１事例 9 より１当の車に重い基準が適用さ
























⑤ 事例 5 について 




















































 以上，本調査でみられた判断の流れを Figure 4-5 にまとめた。  
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の度合い（回答自信度）を回答させた。提示した事例は，3 章で大学生に提示した 11 事例
に，以下の 4 事例（Table 5-1）を加えた 15 事例である。事例 12，13，15 は認定基準が
定められておらず，裁判所が判断を下した事例である。 
 
Table 5-1 事例 12～15 の概要 





















調査対象者は，法科大学院在学中の法科大学院生 159 名（平均年齢 28.20 歳〔SD6.58〕，
うち男性 102 名，女性 57 名，免許保持者 123 名，免許非保持者 36 名）である。大学生
は，第 3 章と同じ，対象者 112 名（平均年齢 21.8 歳〔SD3.8〕，うち男性 66 名，女性 46







 1) 回答の平均の比較 
 
事例 1 から 11 まで，基準，大学生の回答，法科大学院生の回答の平均を比較したのが
Figure 5-1 である。各事例で，上から基準，大学生，法科大学院生の回答，各横棒の左側
灰色部分が１当，右側白色部分が２当の回答の平均を示す。  
大学生と法科大学院生の回答を比較すると，事例 3，10，11 で 10％以上の差がみられた。






































































大学生の回答について，事例 1(F(1, 263)=7.85，p<.01)，事例 3（F(1, 263)=6.60, p<.05），
事例 10（F(1, 263)=10.19, p<.01），事例 11（F(1, 263)=6.32, p<.05）で有意差がみられた。
このうち事例 1，3，11 では法科大学院生，事例 10 では大学生の方が，１当の過失割合を
重く回答した。性別では有意差はみられなかった。 
法科大学院生と大学生の別，免許の有無，性別を独立変数，回答差を従属変数として，
事例ごとに 3 要因の分散分析を行ったところ，事例１(F(1, 263)=6.49, p=.011)，事例３(F(1, 
263)=18.79,  p<.01)，事例 10(F(1, 263)=6.28, p=.013)で有意差がみられ，事例１，10 で
は法科大学院生の回答差の方が大学生より大きく，事例 3 では大学生の回答差の方が大き
かった。事例 9 と 11 は交互作用がみられ，Bonferroni 法により単純主効果を分析したと
ころ，事例 9 は，大学生の中で免許非保有者の方が保有者より回答差が大きく (F(1, 
263)=6.48, p=.011)，事例 11 は，免許保有者の中で大学生の方が法科大学院生より回答差
が大きかった(F(1, 263)=22.70, p<.001)。 
法科大学院生と大学生の別，免許の有無，性別を独立変数，回答自信度を従属変数とし





 1) 基準および裁判所の判断と回答の平均の比較 
 
事例 1 では，法科大学院生が認定基準より 10％以上重く評価し，事例 4，5，10，11 は，
法科大学院生が 10％以上軽く評価した（Figure 5-1）。判例と比較したところ，事例 12，

























Figure 5-2 裁判所の判断および基準と法科大学院生の回答の平均の比較（事例 12～15） 
 
2) 認定基準および判例より重く判断した対象者数と軽く判断した対象者数の比較  
 
１当の責任に関し，認定基準より重く回答した対象者数と軽く回答した対象者数を比較
するため，事例ごとにχ2 検定を行った。その結果，事例 1（χ2=(1), 99.03, p<.001），事例
4（χ2=(1), 51.03, p<.001），事例 5（χ2=(1), 85.77, p<.001），事例 6（χ2=(1), 10.45, p=.001），
事例 8（χ2=(1), 10.61, p=.001），事例 10（χ2=(1), 95.15, p<.001），事例 11（χ2=(1), 9.53, 
p=.002），事例 12（χ2=(1), 11.84, p=.001），事例 13（χ2=(1), 97.58, p<.001），事例 14（χ2=(1), 






 1)  右折車と直進車の衝突  
 事例 1，5，8，9 は，右折車と直進車の対面する信号の色が異なる。この回答差を比較
するため，法科大学院生の各事例における回答差を従属変数，事例を被験者内要因として
分散分析を行ったところ，事例 1 の回答差は事例 8，9 より有意に大きく，事例 5 の回答
差は他の事例より有意に大きかった(F(1, 158)=26.12, p<.001)。 
 
 2) 青信号で交差点に進入した車と赤信号で道路を横断中の歩行者の衝突  
 事例 3 と 11 は，歩行者の横断場所が異なる。両事例は基準が同じなので，法科大学院












3) 横断歩道横断中の歩行者と直進車の衝突  
 事例 3 と 14 は，歩行者が横断を開始した時の信号の色が異なる。両事例も基準が同じ
なので，法科大学院生の１当の回答について t 検定を行ったところ，事例 3 の方が有意に
１当の責任判断が重かった（t(316)=2.77, p=.006）。 
 
5-3-4 免許の有無，性別の影響  
 
 法科大学院生の免許の有無，性別を独立変数，１当の過失割合の回答を従属変数として
分散分析を行ったところ，事例 2(F(1, 155)=5.42, p=.021)，事例 3(F(1, 155)=5.51, p=.020)，
事例 7(F(1, 155)=11.86, p=.001)，事例 12(F(1, 155)=7.75, p=.006)に有意差がみられ，事
例 3 は免許非保有者の方が１当の責任を重く判断し，それ以外の事例では免許保有者の方
が１当の責任を重く判断した。  







が正の有意な値を示し，事例 10 は負の有意な値を示した（Table 5-3）。事例 9（β=0.183, 
p=.021），事例 12（β=0.180, p=.023）は，年代が正の有意な値を示した。この結果は，




































































































































 ① 車対歩行者事例  
 これらの事例は車対歩行者(弱者保護の対象)以外の判断要素に違いがあり，それに判断
が影響されている。  




11 はほぼ同じ類型の事例であるが，事例 11 の方が１当の責任判断が軽い。法科大学院生
についても，大学生同様の「横断歩道外横断の方が道交法違反の程度が低い」という道交
法の理解不足の影響が考えられる。  
 事例 6 は，車(１当）と歩行者（２当）の道交法違反の内容を比較すると，車は黄信号違
反，歩行者は赤信号違反で歩行者の方が違反の程度が大きく，これを重視したため，１当
の責任判断が基準より軽くなった。  








不足が影響した可能性がある。このことは，事例 3 と 14 の基準は同じだが，事例 14 の方
が１当の責任判断が軽かったことからもうかがえる。  
 
 ② 車対車事例 
 基準が定められている事例では，判断が複雑か単純かを問わず，１当に加算要素となる
行為がある場合は基準と差がなく，２当にその行為がある場合は２当が重く判断され差が





例 1，8，9）より２当の責任が重く判断されたことからもうかがえる。  











 ③ その他の事例  




割合をほぼ 50：50 としたと考えられる。  









 3) 免許の有無の影響 
 
免許の有無の影響に関し，大学生は 11 事例中 7 事例で判断に差があったが，法科大学











































Figure 5-3 法科大学院生の判断の流れと基準との差に影響を与える要因  

















































































































































































責任の帰属 原因の帰属  
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出来事要因  照明条件  Ad4・Be1 
知覚時間・出来事の時間的長さの判断  Ae（目撃時間），Be2 
対象物の色彩  Ae・Be1 




被害者のストレスによる能力の低下  Ae(事故の影響) 
期待，個人の要求(証言者は，起きたであろうと期待
する，あるいは起きてほしいと望む事項を知覚する) 
関 連 項 目 と し て
Be11・12・13 
年齢等証言者の能力  Aa1・2，Bd 
保
持 

















Table 6-2 Undeutsch による証言の真偽判断の手がかりと対応するチェックリスト項目  
判断の手がかり  
(1)証人の発達段階と人格  Aa・Ad8・Bd 
(2)供述の動機  Ac4・Bc・Be12,13 
(3)供述の歴史（初回供述から確定供述まで）  Ad2・6，Ae・Be9,13 










①証言が別途確認された事実と矛盾しない  Ca 各項目  





⑤証言の中に想像では語れないような独特な内容あり  Ad3・Ae・Be10 










⑨一旦した証言を自発的に訂正・精密化した場合信用性は高い  Ad2・Be9 





⑭証言内容に変化がなく一貫している場合，信用性は高い  Ad2・Be9 
 












6-4 責任判断の機序と影響を与える要素  
 
6-4-1 一般人の責任判断の機序  
 














(1)交差点内（直進車同士，右折車・直進車，その他） (2)路外進入と直進車      
(3)対向車同士 (4)同一方向に進行 (5) 転回車と直進車 (6)駐車車両への追突  
歩行者と四輪車・二輪車の事故  
(1) 横断（横断歩道上か外，信号の有無，車が直進・右左折）  
(2) 歩行者が対向・同方向進行 (3)路上横臥 (4)後退車による事故  
単車と四輪車  
(1)交差点内（直進車同士，右折車と直進車，左折車と直進車，その他）  
(2)路外進入と直進車   (3)対向車同士  (4)同一方向に進行  
(5) 転回車と直進車  (6)ドア開放事故 (7)駐車車両への追突  
自転車と単車・四輪車  
(1) 交差点内（直進車同士，右折車と直進車，左折車と直進車，その他）  
(2) 路外進入と直進車 (3)対向車同士  (4)進路変更  (5) 転回車と直進車   







車同士  対等の立場  
歩行者  被害者保護，優者危険負担の観点から，歩行者の損害からどれだけ減額す
るのが妥当かで判断  
二輪車  車同士の事故の基準を準用しつつ，四輪車よりは二輪車に有利に修正  
自転車  二輪車より自転車に有利に修正するが，歩行者とは同視しない  
 
 
Figure 6-3 認定基準の構造  
修正要素と修正値に照らして判断  
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 2) 大学生，法科大学院生の責任判断機序  
 












 判断要素の評価に関し，調査 1 で車の対面信号が黄（事例 6）と赤（事例 7）だと，事


































 1) 車対車・二輪車事例 
 
① 判断が複雑な場合：判断が中間に近づくことの影響  
判断が複雑な事例では迷いが生じ，中間値（50:50）に近づく（調査 1 事例 1，4，5，8，











また，図面上の判断でも，McArthur ＆  Post（1977）によると知覚的な観点から目立
つ刺激に帰属が行われ，直進車に対する右折車のように「目立つ」行為をした当事者に重









 ② 判断が単純な場合 
基本的に大学生の判断と基準に差はない（調査 1 事例 2，調査 2 事例 3 における１当の




 2) 車対歩行者・自転車事例 
 
① 判断が複雑な場合  












 ② 判断が単純な場合 
 
  a) 判断の立場の違い  
   判断の立場が異なると判断に差があった。立場の違いが影響するのは，判断が単純
で判断要素の評価に迷わない場合に限定された。このため，立場より，判断要素を道
交法に照らし評価しようとする傾向の方が強いと考えられる。  







































































































































































































































① 判断に迷うと中間値に近づく  
② 大学生が道交法の定めを知らない，または誤解している（第 3 章事例 3・11，第 4 章
事例 1） 
③ 基準が考慮している詳細な判断要素を考慮しない（第 4 章事例 2・6） 
④ 道路交通の現実を反映していない（第３章事例 1） 
⑤ 判断要素の評価が適切でない（第 3 章事例 3・8・11，第 4 章事例 2・4・5・8） 



















6-6 本研究結果の活用  
 






Table 6-3 道交法の不知・誤解，一般人が考慮しなかった要素一覧  
道交法の
不知・誤解 















四輪車との関係では二輪車に有利に修正する  二輪車の方が責任大きい 






































6-6-3 紛争解決の担当者における活用  
 



























6-6-4 チェックリストの活用  
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